３　昭和２５年度以降の府税の税率等の推移
（不動産取得税）

	
	不動産取得税

	昭和25年度
	

	昭和26年度
	

	昭和27年度
	

	昭和28年度
	

	昭和29年度
	税率


３％
新築住宅控除

100万円

新築住宅用土地の税額控除
1.8万円

	昭和30年度
	免税点

土地
１万円



家屋新築
10万円



その他
５万円

	昭和31年度
	

	昭和32年度
	

	昭和33年度
	

	昭和34年度
	

	昭和35年度
	

	昭和36年度
	

	昭和37年度
	

	昭和38年度
	

	昭和39年度
	新築住宅控除

150万円

新築住宅用土地の税額控除
4.5万円

免税点

土地
５万円



家屋新築
15万円



その他
８万円

	昭和40年度
	

	昭和41年度
	

	昭和42年度
	

	昭和43年度
	

	昭和44年度
	

	昭和45年度
	

	昭和46年度
	

	昭和47年度
	

	昭和48年度
	新築住宅控除

230万円

免税点

土地
10万円



家屋新築
23万円



その他
12万円

	昭和49年度
	

	昭和50年度
	

	昭和51年度
	新築住宅控除

350万円

	昭和52年度
	

	昭和53年度
	

	昭和54年度
	

	昭和55年度
	

	昭和56年度
	税率


４％
ただし、昭和56.7.1から昭和61.6.30までに行われた住宅の取得については



３％
昭和56.7.1から昭和61.6.30までの間に行われた一定の住宅用土地の取得については税額から４分の１に相当する額を減額する。

新築住宅控除

420万円

	昭和57年度
	

	昭和58年度
	

	昭和59年度
	

	昭和60年度
	新築住宅控除

450万円

	昭和61年度
	①住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成1.6.30まで延長する。

②一定の住宅用土地の取得に係る特例措置（税額の４分の１を税額から減額）の適用期限を平成1.6.30まで延長する。

	昭和62年度
	

	昭和63年度
	

	平成元年度
	①住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成4.6.30まで延長する。

②一定の住宅用土地の取得に係る特例措置（税額の４分の1を税額から減額）の適用期限を平成4.6.30まで延長する。

③新築住宅控除

1,000万円

	平成2年度
	

	平成3年度
	

	平成4年度
	①住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成7.6.30まで延長する。

②一定の住宅用土地の取得に係る特例措置（税額の４分の1を税額から減額）の適用期限を平成7.6.30まで延長する。

	平成5年度
	宅地建物取引業者等から新築特例適用住宅及びその土地を取得する場合における当該土地の取得に係る税額の減額措置について、その適用期限を平成6.3.31まで延長する。

	平成6年度
	住宅及び宅地比準土地の取得が、平成6年中に行われた場合については課税標準を価格２分の１、平成7年及び平成8年中に行われた場合については課税標準を価格の３分の２とする特例措置を講じる。

	平成7年度
	①住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成10.6.30まで延長する。

②一定の住宅用土地の取得に係る特例措置（税額の４分の１の税額から減額）の適用期限を平成10.6.30まで延長する。

	平成8年度
	宅地及び宅地比準土地の取得が平成8年中に行われた場合ついては、課税標準を価格の２分の１とする特例措置を講じる。

	平成9年度
	①宅地及び宅地比準土地の取得が、平成9年から平成11年中に行われた場合については、課税標準を価格の２分の１とする特例措置を講じる。

②新築住宅控除


1,200万円

	平成10年度
	①住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成13.6.30まで延長する。

②一定の住宅用土地の取得に係る特例措置（税額の４分の１を税額から減額）の適用期限を平成13.6.30まで延長する。

	平成11年度
	

	平成12年度
	宅地及び宅地比準土地の取得が、平成12年から平成14年中に行われた場合については、課税標準を価格の２分の１とする特例措置を講じる。

	平成13年度
	①産業集積促進税制

対象不動産：　産業集積促進地域の指定公示日から平成18.3.31までの間に、産業集積促進地域内に新築した自己の事業の用に供する家屋（住宅を除く。）又はその敷地となる土地
対象者　　　：　自己の事業（風俗営業等及び風俗営業等に利用させる目的で不動産を貸し付ける事業を除く。）の用に供するために対象不動産を取得した者のうち、市町村の優遇措置を受けた者

軽減額　　　： 税額の２分の１相当額（上限：２億円）

(平成13.4.1から適用。)

②住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成16.6.30まで延長する。

③一定の住宅用土地の取得に係る特例措置（税額の４分の１を税額から減額）の適用期限を平成16.6.30まで延長する。

	平成14年度
	

	平成15年度
	1 平成15.4.1から平成18.3.31までの不動産の取得は





３％

②宅地及び宅地比準土地の取得が、平成15年から平成17年中に行われた場合においては、課税標準を価格の２分の１とする。

	平成16年度
	

	平成17年度
	

	平成18年度
	①住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成21.3.31まで延長する。

②住宅以外の家屋は平成18.4.1から平成20.3.31まで





3.5%

③宅地及び宅地比準土地の取得に係る不動産取得税の課税標準を価格の２分の１とする特例措置について、平成21.3.31まで延長する。

	平成19年度
	産業集積促進税制

対象不動産：　産業集積促進地域の指定公示日から平成22.3.31までの間に、産業集積促進地域内に新築した自己の事業の用に供する家屋（住宅を除く。）又はその敷地となる土地

対象者　　　：　自己の事業（風俗営業等及び風俗営業等に利用させる目的で不動産を貸し付ける事業を除く。）の用に供するために対象不動産を取得した者のうち、市町村の優遇措置を受けた者

軽減額　　　： 税額の２分の１相当額（上限：２億円）



	平成20年度
	長期にわたり利用できる質の高い住宅の建設を促進するため、新築された長期優良住宅について、課税標準から1,300万円を控除する特例措置を創設。

	平成21年度
	①住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成24.3.31まで延長する。

②宅地評価土地（住宅用地・商業地等）に係る課税標準を価格の２分の１とする特例措置を平成24.3.31まで３年延長する。

	平成22年度
	産業集積促進税制の適用期限の延長

産業集積促進地域の指定公示日から平成24.3.31までの間に、産業集積促進地域内に新築した自己の事業の用に供する家屋（住宅を除く。）又はその敷地となる土地に適用

	平成23年度
	

	平成24年度
	①産業集積促進税制の改正と適用期限の延長
産業集積促進地域の指定公示日から平成25.3.31までの間に、産業集積促進地域内において取得した工場、研究所及びその敷地である土地。臨港地区にあっては、倉庫及びその敷地である土地に適用。
②住宅の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成27.3.31まで延長する。

③宅地及び宅地比準土地の取得に係る不動産取得税の課税標準を価格の２分の１とする特例措置について、平成27.3.31まで延長する。

④国際戦略総合特区税制の創設

対象法人：「特区地域進出等事業計画」について知事の認定を受け、認定後３年以内に認定特区事業を開始した法人（事業計画認定期間は、平成24.12.１から平成28.3.31まで）
軽減内容：全額軽減（自己の特区事業の用に供の用に供する部分に限る。）

	平成25年度
	　産業集積促進税制の改正
対象不動産：　対象期間中（指定公示日が平成25.3.31以前の地域については、平成25.4.1から平成28.3.31まで。指定公示日が平成25.4.1以降の地域については、指定公示日から平成28.3.31まで。）に産業集積促進地域内において取得した工場、研究所及びその敷地である土地。臨港地区にあっては、倉庫及びその敷地である土地。

対象者　　　：　自己の事業の用に供するために対象不動産を取得した中小企業者（資本金の額又は出資の総額が1億円以下である会社及び個人）のうち、対象不動産に関して、市町村の優遇措置を受けた者。
軽減額　　　　：　対象家屋の取得に係る不動産取得税の２分の１に相当する額を減額する特例措置について、平成28.3.31まで３年間延長。


	平成26年度
	

	平成27年度
	①住宅及び土地の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を平成29.3.31まで延長する。
②宅地及び宅地比準土地の取得に係る不動産取得税の課税標準を価格の２分の１とする特例措置について、平成29.3.31まで延長する。

③買取再販事業者が既存住宅を取得し、２年以内に一定のリフォームを行った上で個人に販売した場合、不動産取得税の税額を減額する特例措置を創設。

	平成28年度
	①産業集積促進税制の適用期限の延長
適用期限を平成31.3.31まで延長する。
②成長産業特別集積区域税制に制度改正
対象法人：「成長産業事業計画」について知事の認定を受け、認定後３年以内に認定成長産業事業を開始した法人（事業計画認定期間は、令和3.3.31まで）

軽減内容：全額軽減（認定成長産業事業供用割合分に限る。）

	平成29年度
	①平成30年度から新たに課税されることとなる居住用超高層建築物（いわゆるタワーマンション）に係る不動産取得税について、各区分所有者ごとの税額を算出する際に用いる按分割合を、実際の取引価格の傾向を踏まえて補正するよう見直し。
②家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業（定員５人以下）に係る課税標準の特例措置について、わがまち特例を導入。

	平成30年度
	①住宅及び土地の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を令和3.3.31まで延長する。

②宅地及び宅地比準土地の取得に係る不動産取得税の課税標準を価格の２分の１とする特例措置について、令和3.3.31まで延長する。

	令和元年度
	産業集積促進税制の適用期限の延長
適用期限を令和6.3.31まで延長する。

	令和２年度
	

	令和３年度
	①住宅及び土地の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を令和6.3.31まで延長する。

②宅地及び宅地比準土地の取得に係る不動産取得税の課税標準を価格の２分の１とする特例措置について、令和6.3.31まで延長する。
③成長産業特別集積区域税制について、事業計画認定期間を令和8.3.31まで延長する。

	令和４年度
	

	令和５年度
	

	令和６年度
	①住宅及び土地の取得に係る税率の特例措置（４％→３％）の適用期限を令和9.3.31まで延長する。

②宅地及び宅地比準土地の取得に係る不動産取得税の課税標準を価格の２分の１とする特例措置について、令和9.3.31まで延長する。
③産業集積促進税制について、適用期限を令和11.3.31まで延長する。


